
●今後は外部労働市場を通じた労働力需給の調整の役割が更に重要となる
ここまでみてきたように、我が国の労働市場では、高品質、高付加価値化の流れの中で、専

門性を持った人材やサービス職の人材の労働力需要が高まってきた。特に、介護・福祉分野や
ＩＴ分野における労働力需要の高まりが予想される。我が国では、人口減少局面を迎え、当
面、生産年齢人口が減少することが見込まれており、これらの労働力需要に、新規学卒者等に
よる労働力供給の増加のみで対応することは困難であると考えられる。そのため、引き続き、
女性や高齢者等の労働参加を進めていくとともに、労働者の主体的な意志に基づく転職などの
外部労働市場を通じた労働力需給の調整が今後更に重要になると考えられる。

	 第２節	 日本経済の成長と労働移動
●21世紀の先進国では経済成長を実現する上でＴＦＰ上昇の重要度が相対的に上昇している

外部労働市場における労働力の需給調整機能は、生産性の向上やそれによる我が国の経済成
長及び賃上げといった課題に取り組む上でも重要である可能性がある。本節では、外部労働市
場における労働力の需給調整機能が、我が国の生産性や経済成長等にどのような影響をもたら
すか考察していく。

まず、日本を含む主要先進国における近年の経済成長の水準や特徴について確認していく。
第２－（１）－９図の（１）により、日本、アメリカ、イギリス、フランスのＧＤＰ成長率とそ

の要因をみる。いずれの国においても、1980年代の水準と比較して、それ以降のＧＤＰ成長
率は低水準となっている。一般的に、人口増加に伴う労働力人口の増加や技術水準のキャッチ
アップ等による生産の拡大効果は、時間の経過とともに逓減していく。このため、近年の先進
国における経済成長の水準は、これらの要因による成長が多く見込めた時期よりも、低くなっ
ていることが知られている。成長会計を用いてＧＤＰ成長率を寄与度分解すると、我が国にお
いては、急速に進行した少子化等の影響もあり、2000年代に入って、４か国中唯一「労働投
入の寄与」がマイナスとなっている。また、「資本投入の寄与」も他国と比較して低水準と
なっている。一方、技術水準等、労働と資本以外の要素による生産性である全要素生産性

（Total Factor Productivity。以下「ＴＦＰ」という。）の寄与を示す「ＴＦＰの寄与」は、
年代ごとの増減はあるが、2010年代の我が国は比較的高い水準となっている。

次に、同図の（２）により、先進国のＧＤＰ成長率とＴＦＰ上昇率の関係をみると、2001-
2019年平均のＧＤＰ成長率とＴＦＰ上昇率には弱い正の相関関係がみられ、ＴＦＰ上昇が先
進国の経済成長に重要となっていることがうかがわれる。2001-2019年平均の日本のＴＦＰ
上昇率は、アメリカよりは低いものの、イギリス、フランス、ドイツなどのヨーロッパ諸国よ
りは高い水準となっている7。

第２－（１）－１図でもみたように、我が国の生産年齢人口は当面の間は減少していくことが見
込まれているが、近年は女性や高齢者を中心に労働力人口が増加してきており、今後も幅広い

７　近年の我が国におけるＴＦＰの上昇について、深尾・金・権・池内（2021）では、2011年～2015
年にかけてのＴＦＰ上昇率の要因分解を行っており、その結果、当該時期の我が国の生産性の上昇は、
主に生産性を上昇させた企業が付加価値を増やしたことによる効果（共分散効果）や、生産性の高い企
業の新規参入による効果（参入効果）などからなる企業間の資源再配分効果によるものであったと指摘
している。
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層の労働参加を促していくことで労働投入の寄与を増やしていくことは重要である8。他方で、
近年の先進諸国において、ＴＦＰと経済成長の関係性が強まっている傾向から、我が国の経済
成長におけるＴＦＰの更なる向上が重要である可能性も示唆される。

第２－（１）－９図 ＧＤＰ成長率の寄与度分解とＴＦＰ上昇率
○　我が国のＧＤＰ成長率を分解すると、近年米国等と比較して労働投入や資本投入の寄与が小さく、
ＴＦＰ（全要素生産性）の寄与が大きくなっている。
○　先進国のＧＤＰ成長率とＴＦＰ上昇率の関係をみると、2001-2019年平均では弱い正の相関関係
がみられている。

フランス（％）

（１）ＧＤＰ成長率の寄与度分解

（年）

労働投入の寄与

資本投入の寄与

の寄与

成長率

日本（％）

（年）

イギリス（％）

（年）

アメリカ（％）

（年）

フランス

ドイツ

日本

イギリス

アメリカ

フランス
ドイツ

日本

イギリス アメリカ

（ 年平均）

R² = 0.0006

（ 年平均）

R² = 0.2649

Ｇ
Ｄ
Ｐ
成
長
率
（
％
）

ＴＦＰ上昇率（％）

年平均

年平均

（２）ＧＤＰ成長率とＴＦＰ上昇率

フランス（％）

（１）ＧＤＰ成長率の寄与度分解

（年）

労働投入の寄与

資本投入の寄与

の寄与

成長率

日本（％）

（年）

イギリス（％）

（年）

アメリカ（％）

（年）

フランス

ドイツ

日本

イギリス

アメリカ

フランス
ドイツ

日本

イギリス アメリカ

（ 年平均）

R² = 0.0006

（ 年平均）

R² = 0.2649

Ｇ
Ｄ
Ｐ
成
長
率
（
％
）

ＴＦＰ上昇率（％）

年平均

年平均

（２）ＧＤＰ成長率とＴＦＰ上昇率

資料出所　OECD.Statをもとに厚生労働省政策統括官付政策統括室にて作成
（注）　各期間のＧＤＰ成長率、ＴＦＰ上昇率については、毎年の増加率の平均値。

８　そのほか、資本投入の寄与が小さいことについて、近年のＤＸ等の動向も踏まえ、ＩＴ等をはじめ
とした設備投資の重要性についても指摘できる。
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●ＴＦＰ上昇率と労働生産性上昇率には強い相関がみられる
ＴＦＰ上昇が先進国の経済成長において重要な要素となっていることを確認したが、ＴＦＰ

上昇は、労働生産性の向上においても重要な要素である。
第２－（１）－10図により、ＴＦＰ上昇率と労働生産性上昇率の関係をみると、両者の関係に

は正の相関関係がみられ、その傾向は2000年代以降更に強くなっていることが分かる。ＴＦ
Ｐ上昇は、技術革新や経営面の効率化、労働者の能力の向上など労働投入や資本投入では説明
できないあらゆる生産の増加要因を表している。このことから、ＴＦＰの上昇は、労働生産性
の上昇にも重要な要素であると考えられる。

第２－（１）－10図 ＴＦＰ上昇率と労働生産性上昇率
○　ＴＦＰ（全要素生産性）上昇率と労働生産性上昇率には、正の相関がみられる。

フランス

ドイツ日本

イギリス

アメリカ

フランス

ドイツ

日本

イギリス

アメリカ

（ 年平均）

R² = 0.4333

（ 年平均）

R² = 0.8679

労
働
生
産
性
上
昇
率
（
％
）

ＴＦＰ上昇率（％）

年平均

年平均

資料出所　OECD.Statをもとに厚生労働省政策統括官付政策統括室にて作成
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●実質賃金の増加には、労働生産性の上昇が重要
次に、賃金と労働生産性の関係についてもみてみよう。第Ⅰ部でもみてきたように、我が国

の労働分野における主要な課題の一つとして、実質賃金の伸び悩みが指摘されている。標準的
な経済理論によれば、賃金は労働生産性に比例して変動するとされている9。第２－（１）－11図
は、日本を含む４か国の時間当たりの実質賃金の変動要因について、労働分配率、労働生産性
及び物価の要因に分解したものである。これによると、近年、我が国では、他の先進国と比べ
て労働分配率の上昇による実質賃金へのプラス寄与が大きい一方で、労働生産性の寄与度が小
さくなっている。

近年、政府から経済界への賃上げの要請が積極的に行われたこともあり、毎年２％程度の賃
上げが実現されてきた。他方、深尾（2021）などでも指摘されているように、労働生産性の
上昇を伴わず賃金を引き上げると、資本分配率が低下し、設備投資などの資本蓄積の停滞をも
たらすことになり、成長の維持が困難になる。したがって、実質賃金が伸び悩んでいる状況を
改善する上では労働生産性の向上も重要となってくる。

第２－（１）－11図 実質賃金の変化の要因分解
○　時間当たりの実質賃金の変動要因を欧米と比較すると、近年我が国では労働分配率の上昇による
実質賃金へのプラス寄与が大きい一方で、労働生産性の寄与度が小さくなっている。
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資料出所　OECD.Statをもとに厚生労働省政策統括官付政策統括室にて作成
（注）　１）労働生産性はマンアワーベース。

２）実質賃金の変動要因の分解式は以下のとおり。
実質賃金の変化率=労働生産性の変化率+労働分配率の変化率+物価の変化率

９　賃金と労働生産性の比例関係は、国レベルでもコブ＝ダグラス型の生産関数が成り立つと仮定した
場合を前提としていることに留意が必要。
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コラム２–２ サービス分野における就業の拡大と労働生産性

第２－（１）－11図で、我が国の実質賃金を高めていく上で労働生産性の上昇が重要である
可能性についてみた。労働生産性は労働投入量１単位当たりの付加価値であり、分子は付
加価値、分母は労働投入量を取ることで求められる 10。労働投入量の１単位を１人１時間当
たりとするものをマンアワーベースといい、労働者数×一人当たり平均労働時間（総労働
時間数）でみることができる。その場合、労働者数の増加は、分母の労働投入量の増大に
寄与し、労働生産性を押し下げる要因となる。

第２－（１）－３図及び第２－（１）－４図において、我が国では、長期的に製造業等で就業者
数が減少傾向にある一方で、第３次産業やサービス職業従事者では就業者の増加傾向が続
いていることをみた。コラム２－２－①図は、我が国の雇用者におけるマンアワーベースの
労働生産性の推移を産業別にみたものである。第３次産業のうち、「保健衛生・社会事業」

「飲食・宿泊サービス業」などは労働生産性の水準が元々低く、さらに低下傾向にある。一
方、「情報通信業」「製造業」は労働生産性が高く、また、「製造業」「建設業」は近年上昇傾
向にある。このように、労働生産性の動向は産業によって異なっており、特に、第３次産
業のうち、サービス業で伸び悩んでいることが分かる。

第３次産業やサービス職種における就業者数の増加は、労働参加の進展の受け皿として
重要である一方、経済成長や賃上げを実現していく上では、就業の拡大と労働生産性の上
昇を両立していくことが必要である。

【コラム２－２－①図　産業別の労働生産性の推移】
○　雇用者におけるマンアワーベースの労働生産性の推移を産業別にみると、「保健衛生・社会事業」
「飲食・宿泊サービス業」などは生産性が低く、かつ低下傾向。
○　一方で「情報通信業」「製造業」は生産性が高く、「製造業」「建設業」は上昇傾向。

　

情報通信業

製造業

卸売・小売業

運輸・郵便業 建設業

保健衛生・社会事業

飲食・宿泊サービス業

（円）

（年）

資料出所　内閣府「国民経済計算」をもとに厚生労働省政策統括官付政策統括室にて推計
（注）　労働生産性は実質国内総生産（産業別）を雇用者数（産業別）×労働時間数（産業別）で除したものとした。

10　

10 労働生産性については、日本国内のみについて算出する場合や国際比較を行う場合など、ケースに
よって様々な算出方法がある。詳細は「平成28年版労働経済の分析」p.80を参照。
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我が国のサービス業における状況を踏まえると、就業の拡大と労働生産性はトレードオフの関
係にあるのだろうか。コラム２－２－②図は、日本、ドイツ、英国、米国の４か国について、2009
年～2019年にかけて、主な産業における就業者数と労働生産性の推移をみたものである。これ
によると、おおむね各国に共通する特徴として、「情報通信業」では就業者数・労働生産性がと
もに上昇しているほか、「製造業」「建設業」でも労働生産性の上昇がみられる。情報通信業につ
いては、ＤＸの進展等によりＩＴ市場が世界的に急成長している中で、ＩＴ人材の労働力需要も
高まっていることから、就業の拡大と労働生産性の向上がともにみられると考えられる。

他方で、我が国の労働生産性の伸びは、「製造業」で比較的高いものの、他の産業ではおおむ
ね欧米諸国よりも低くなっている。特に、「卸売・小売，飲食・宿泊サービス等」「生活関連，娯
楽サービス等」といったサービス業を中心とした第３次産業の分野では、欧米では就業者数・労
働生産性がともに上昇している一方で、我が国では労働生産性の伸びが小さいことが目立つ11。
【コラム２－２－②図　主な産業の就業者数と労働生産性の推移の国際比較（2009年～2019年）】
○　おおむね各国に共通する特徴として、「情報通信業」では労働生産性の上昇とともに就業者数の増
加がみられるほか、「製造業」「建設業」でも労働生産性の上昇がみられる。
○　他方で、「卸売・小売，飲食・宿泊サービス等」「生活関連，娯楽サービス等」といったサービス業を中心とした分野
では、欧米では就業者数・労働生産性がともに上昇している一方で、我が国では労働生産性の伸びが相対的に小さい。
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資料出所　OECD.Stat、ILOstatをもとに厚生労働省政策統括官付政策統括室にて作成。
（注）　１）労働生産性は実質国内総生産（産業別、2015年基準）を就業者数（産業別）×労働時間数（産業別）で

除した実質労働生産性である。
２）「卸・小売，飲食・宿泊サービス等」には、「卸売・小売業，自動車・オートバイ修理業」「運輸・保管業」
「宿泊・飲食業」が含まれる。

３）「生活関連，娯楽サービス等」には、「芸術、娯楽、レクリエーション業」「その他のサービス業」「雇い主としての世帯活
動、並びに世帯による自家利用のための分別不能な財及びサービス生産活動」「治外法権機関及び団体の活動」が含まれる。

４）労働生産性、就業者数ともに2009年を100として指数化し、2019年までの推移を示している。
５）日本は2011年の労働時間のデータがILOstatで公表されていないため、2011年の労働生産性を2010年

と2012年の平均値で補完し、当該期間は点線で示している。
11　

11 本稿では労働生産性の絶対的な水準についての国際比較は行っていないが、滝澤（2020）では、日本と米国や欧州各国と
の、1997年及び2017年における産業別の労働生産性の水準比較を行っており、製造業では日本と米国との格差が1997年から
拡大をしていることや、サービス産業において日本と欧米各国の労働生産性の差が大きいことを指摘している。また、サービス産
業の生産性の国際比較においては、サービスの「質」に関する差異を考慮する必要があるとの指摘（森川（2016）など）もある
が、深尾・池内・滝澤（2018）では、日米間のサービス品質格差の調整を行いつつ、対個人サービスに関連する産業の労働生産
性を計測したところ、サービスの品質の差を調整してもなお、日米間の生産性格差を埋められないという結果を示している。
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このように、サービス業について、我が国では諸外国と比較しても労働生産性の伸びが
小さくなっており、労働生産性の上昇が大きな課題であるといえる。サービス業における
生産性の向上に向けた課題について、経済産業省「サービス産業×生産性研究会」（座長：
宮川努学習院大学経済学部教授）が検討を行っており、業種別の事業者ヒアリング等に基
づくサービス業の生産性低迷の要因分析を行った結果を、2022年３月に「サービス生産性
レポート」として取りまとめている 12。

当該レポートでは、サービス業の生産性について、飲食・宿泊業等の対人サービス業を
例に挙げ、サービスの生産と消費が同時に行われるという特徴があることから、集中的に
生産を行って在庫を持ち、そこから顧客の需要に応じて適時消費がされる製造業などとは
異なり、「手待ち時間」の発生等により、生産性を向上させることが難しい側面があるとし
ている。

また、サービス業の労働生産性が伸び悩んでいる要因について、分子である付加価値と
分母の労働投入量の動きから分析している。これによると、2013年以降、総付加価値額と
労働投入量がともに増加している。労働投入量については、労働時間数が減少する中、就
業者数が増加し続けたことにより増加したとしている。他方で総付加価値額の伸び率は労
働投入量の伸び率を僅かに上回るに止まったため、労働生産性の伸びが低迷したとしてい
る 13。

その上で、サービス業における労働生産性向上に向けた今後の施策の方向性として、Ｈ
Ｒテック 14等の活用によるシフトの効率化等による人的資源の有効活用、ＩＴスキルの向
上等による人材投資、設備等の有効活用や投資・更新が主なポイントとなるとしている。
さらに、飲食業など特に価格競争の激しい業種では、適切な値付けがなされていないとし、
付加価値の向上と企業の価格政策の連動もポイントとして挙げている。

サービス業については、女性や高齢者等の労働参加の受け皿としても重要な産業であり、
ＧＤＰに占める割合も大きいことから、我が国全体の労働生産性に及ぼす影響も大きい。
設備投資や人材投資、付加価値の向上等を通じて労働生産性を高めていくことが、賃上げ
を実現していく上でも重要である。

12　13　14　

12 当該レポートにおいては、「サービス産業」を広義と狭義に分けて扱っており、狭義では宿泊・飲食
サービス業や生活関連サービス業など対人サービスを中心とした分野を指しており、広義ではそれに加
え、卸売・小売業や情報通信業等も含めた分野として扱っていることに留意が必要。

13 サービス業では土日祝日や夜間など業務の繁閑に合わせて労働力を確保する必要があることから、
「手待ち時間」を短縮するために、女性や高齢者、学生などのパートタイム労働者を雇用することも多
いと考えられ、このことが労働時間の減少や就業者数の増加につながっていると考えられる。

14 「Human Resource」（人事）とテクノロジーから成る造語であり、人的資源の調査、分析、管理を
高度化し、ビジネスのパフォーマンスを高めるテクノロジーを指す。
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●失業プールの流入出率からみた我が国の労働移動の活発さは低水準
我が国の経済成長や実質賃金の上昇に取り組む上で、ＴＦＰや労働生産性を上昇させること

が重要である可能性についてみてきた。ここからは、ＴＦＰや労働生産性と労働移動の関係に
ついてみていこう。

各国の労働移動とＴＦＰや労働生産性の関係をみる上で、労働移動の活発さをどのような指
標で表すかが問題になる。外部労働市場を通じた労働移動（離転職）が行われるとき、職探し
期間を経ることなく再就職するのが最も円滑であるが、数値に表れにくい。それ以外の転職の
流れについてみると、離職者はいったん失業者として失業プールに流入し、再就職時には失業
プールから流出するため、失業プールへの流入者と流出者の合計の水準を、労働移動の活発さ
を表す一つの指標として用いることが考えられる15。ここではＩＬＯ（2019）での分析も踏ま
え、労働移動の活発さを失業プールへの流入出率（失業プールへの流入者と流出者の合計が生
産年齢人口に占める割合をいう。以下同じ。）で表すこととする16。

第２－（１）－12図の（１）により、我が国の失業プールへの流入出率をみると、ＯＥＣＤ平
均と比較して、低い水準で推移している。同図の（２）により、各国の失業プールへの流入出
率の動向をみると、アメリカ、カナダ、スウェーデン、デンマーク等の北米地域や北欧諸国で
は失業プールの流入出率が高いが、イタリア、ドイツ、フランスといった欧州大陸諸国や日本
では低くなっている。

第２－（１）－12図 失業プールへの流入出率からみた労働移動の活発さの国際比較
○　労働移動の活発さを推し量る指標として、労働市場における失業プールへの流入出率（失業プー
ルへの流入者数と流出者数の合計が生産年齢人口に占める割合）をみると、我が国は諸外国と比較
して低い水準で推移している。
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（２）各国の労働移動の活発さ（失業プールへの流入出率）
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（１）日本の労働移動の活発さ（失業プールへの流入出率）
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（年）

資料出所　OECD.Statをもとに厚生労働省政策統括官付政策統括室にて作成
（注）　失業プールへの流入出率は、失業プールへの流入者数と流出者数の合計を生産年齢人口で除して算出。失業

プールへの流入者数は短期失業者数（失業期間１か月未満）より概算した数値。

15 ILO「World Employment Social Outlook Trends2019」においては、労働市場が人手不足の傾
向にある場合には、失業を経ず直接仕事から仕事へ労働移動をできることがより望ましいとしつつ、労働
市場を通じた労働者のフローは、労働市場の再配分機能を果たしうるとしており、近年日本において失業
プールの流入出率が低い水準にあることをもって、労働市場の活発さが低下していることを指摘している。

16 失業プールへの流入出率は、失業を経ず直接新たな仕事に転職する者の動向をみることはできない
ため、あくまでも労働移動の活発さをみる上での一つの指標として用いていることに留意が必要である。
また、景気の後退期など、失業者が増大する局面においては一時的に失業プールの流入が増えるため失
業プールへの流入出率も高くなる傾向があるなど、短期的にみる場合は注意が必要であり、中長期的な
傾向をみる際の指標として用いることが望ましい。
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●労働生産性やＴＦＰの上昇と労働移動の活発さには正の相関がみられ、労働移動により技術
移転や組織の活性化が行われることで生産性の向上につながる可能性がある
労働移動の活発さとＴＦＰや労働生産性の関係についてみてみよう。
第２－（１）－13図は、第2－（１）－12図でみた失業プールへの流入出率とＴＦＰ及び労働生産

性の上昇率の関係をみたものである。いずれについても、失業プールへの流入出率との間に弱
い正の相関がみられる。これは、労働移動が活発であることとＴＦＰや労働生産性の上昇につ
いての因果関係を示すものでは必ずしもないが、労働移動が活発であると、企業から企業への
技術移転や会社組織の活性化につながり、生産性の向上にも資する可能性があると考えられ
る17。

第２－（１）－13図 労働市場における労働移動の活発さとＴＦＰ・労働生産性の関係
○　失業プールの流入出率と労働生産性及びＴＦＰの上昇率には正の相関がみられる。
○　労働移動が活発であると、企業から企業への技術移転や会社組織の活性化につながり、それによ
り生産性の向上にも資する可能性がある。
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資料出所　OECD.Statをもとに厚生労働省政策統括官付政策統括室にて作成
（注）　失業プールへの流入出率は、失業プールへの流入者数と流出者数の合計を生産年齢人口で除して算出。失業

プールへの流入者数は短期失業者数（失業期間１か月未満）より概算した数値。

17 山本・黒田（2016）では、企業パネルデータを用いて、雇用の流動性が企業業績に与える影響につ
いて分析している。それによると、定着率が高く、メンタルヘルスがよく、年功賃金の割合が中程度で
教育訓練を重視しているといった、いわゆる日本的雇用慣行型の企業においては、中途採用のウェイト
を高める形で雇用の流動化を進めると、利益率や労働生産性が上昇する傾向があるとしている。これに
ついて、伝統的な日本企業では、少子高齢化やグローバル化といった環境変化の下で、内部労働市場の
みを活用する人材育成モデルの合理性が低下しており、これまで以上に中途採用のウェイトを大きくす
るなどして雇用の流動性を高めることで、人材や組織の活性化が進み、利益率や労働生産性が向上する
余地が残されていると指摘している。
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